
エテルナ少額短期保険株式会社

（単位：円）

金額

経常収益 235,340,326  

保険料等収入 235,306,406  

保険料 130,173,600  

再保険収入 105,132,806  

回収再保険金 21,798,685  

   再保険手数料 75,801,443  

再保険返戻金 7,532,678  

資産運用収益 11,880  

利息及び配当金収入 11,880  

預貯金利息 11,880  

その他経常収益 22,040  

その他の経常収益 22,040  

経常費用 274,930,191  

保険金等支払金 149,714,192  

保険金 24,220,762  

解約返戻金 8,419,810  

再保険料 117,073,620  

責任準備金等繰入額 3,971,954  

支払備金繰入額 358,810  

責任準備金繰入額 3,613,144  

事業費 121,047,500  

営業費及び一般管理費 116,674,275  

税金 2,534,987  

減価償却費 1,838,238  

その他経常費用 196,545  

その他の経常費用 196,545  

経常利益（経常損失） △ 39,589,865  

税引前当期純利益（同当期純損失） △ 39,589,865  

法人税及び住民税 289,900  

当期純利益（当期純損失） △ 39,879,765  

区分

   損 益 計 算 書   

自　平成21年 4月 1日
至　平成22年 3月31日



エテルナ少額短期保険株式会社

(単位：円)

金額 金額

現金及び預貯金 20,766,325 保険契約準備金 10,985,950 

現金 71,388 支払備金 586,816 

預貯金 20,694,937 責任準備金 10,399,134 

有形固定資産 212,907 普通責任準備金 9,847,316 

工具器具備品 212,907 異常危険準備金 551,818 

無形固定資産 5,268,001 代理店借 9,835,943 

ソフトウェア 5,268,001 再保険借 36,617,310 

代理店貸 26,908,495 その他負債 9,600,599 

再保険貸 28,531,775 未払法人税等 677,600 

その他資産 3,453,657 未払金 7,239,109 

未収保険料 91,800 前受収益 541,000 

前払費用 1,544,476 預り金 1,142,890 

仮払金 201,846 負債の部合計 67,039,802 

貯蔵品 1,615,535 

供託金 10,000,000 資本金 230,100,000 

利益剰余金 △ 201,998,642 

その他利益剰余金 △ 201,998,642 

繰越利益剰余金 △ 201,998,642 

株主資本合計 28,101,358 

純資産の部合計 28,101,358 

資産の部合計 95,141,160 負債・純資産の部合計 95,141,160 

  貸 借 対 照 表  
(平成22年3月31日)

純 資 産 の 部

資　産　の　部 負　債　の　部

科目 科目



個別注記表

(1)重要な会計方針

①棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

②固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

主な耐用年数は下記の通りであります。

工具器具備品 ３～５年（パソコン等)

無形固定資産 定額法

②リース取引の処理方法

③消費税及び地方消費税の会計処理

　

(2)貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 千円

(3)損益計算書に関する注記

特に記載すべき重要な事項はありません。

(4)税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰越欠損金 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

(5)株主資本等変動計算書に関する注記

①当該事業年度の末日における発行済株式の数 株

　税抜方式によっております。ただし、諸手数料及び集金費、営業費及び一般管理費等
の費用は税込方式によっております。

　なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、５年間で均等償却を行って
おります。

695

ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産につい
ては、3年間で均等償却をしております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（5年）に基づく定額法を採用しております。

　平成20年4月1日以降に契約したリース物件については、オペレーティング・リース取引
は賃貸借の会計処理を行い、ファイナンス・リース取引は売買取引の会計処理を行って
おります。

　平成20年4月1日以前に契約したリース物件で所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理を行っております。

10,001

70,916

102

71,018

△ 71,018

－



(6)一株当たり情報に関する注記

一株当たり純資産額

一株当たり当期純損失額

2,809円85銭

11,869円31銭


